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地震発生直後に、強震記録にもとづいて強震観測点直下の液状化現象を遠隔地から簡易的、定量的かつ迅速に検

知できれば、その付近での被害を予測しライフラインなどの復旧活動を速やかに、より効率的に進めることができ

る。その検知を可能にするため、液状化地盤において得られた強震記録に共通して見られる振幅特性と振動数特性

を考察し、それらの特性を液状化検知指標として定量化した。振幅特性として、強震記録の上下方向と水平方向の

比をとった最大上下/水平比、振動数特性として強震時の平均卓越振動数などを提案した。また、強震記録の特性

が液状化地盤の特性と類似する軟弱地盤などでも検討を行い、各指標の信頼性を検証した。
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1.は じめに

一般 に、地盤に液状化が発生す ると、ライフライ

ン施設などの被害は非常に大きくなることが知 られ

ている。そこで、強震記録を用いることで地震発生

直後 に、直接現地調査を行 わずに簡易的、定量的、

かつ迅速に液状化現象を検知す ることを本研究の 目

的とする。

液状化地盤におけ る強震記録に共通 して見られる

振幅特性として、間隙水圧が上昇 し地盤の有効応力

が減少すると、水平方向の地盤応答加速度が極端に

減衰する傾向がある。一方、上下方向の地盤応答加

速度には、液状化が発生 してもその振幅に減衰は見

られない。また液状化地盤の振動数特性 として、液

状化が発生す ると高振動数成分 は伝わ りにくく、低

振動数成分が増幅 し、相対的に低振動数成分が多 く

なる。すなわ ち振動周期が長周期化することが挙げ

られる。

2.液 状化検知指標 の提 案

(1)振幅特性に関する液状化検知指標

水平方向応答加速度振幅の減衰を検知する方法 と

して、「上下/水 平比」を提案する。上下/水 平比

とは、水平、上下方向の応答加速度記録において、

時間間隔 δtでの上下方向と水平方向の最大値を求

め、それぞれをAvmax、Ahmaxと し、Avmax/Ahmax,を時間

間隔 δtの上下/水 平比 と した ものである。強震記

録の初めの頃はP波 の影響により水平動 に比べて上

下動が大きくなる特徴があ るため、液状化の有無に

関わ らず上下/水 平比が大き くなる。 したが って、

最大応答加速度を記録 した時刻以後の上下/水 平比

の最大値を 「最大上下/水 平比」とし、液状化検知

指標として提案する。

(2)振動数特性に関する液状化検知指標

液状化の発生に伴 う水平方向応答加速度の長周期

化を検知す る方法 と して、「卓越振動 数の時間変

化」を考える。

卓越振動数の時間変化 とは、水平方向応答加速度

記録において、ある時刻tを 中心とした5秒 間にお

ける応答加速度の フー リエスペ ク トルを求め、その

最大値を示す振動数を時刻tに おける卓越振動数 と

し、その0.5秒 ごとの時間変化を求めたものである。

まず、強震時 における卓越振動数の平均値を 「強

震時の平均卓越振動数」と し、液状化検知指標とし

て提案する。「強震時」の定義 は、水平方向最大応

答加速度を記録 した時刻か らフー リエスペク トルの

最大値が10cm/s以 下になる時刻 までとした。また、

「初期微動時」を、フー リエスペク トルの最大値が

10cm/s以 上 にな る時刻か ら水平方向最大応答加速

度を記録する時刻までと定義 し、その比を 「卓越振
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表-1後 揺れ波を含む強震記録を用いた解析結果

表-2液 状化地盤の強震記録を用いた解析結果

時間(秒)

図-1ポ ー トアイラ ン ドの上下/水 平比

(時 間間隔 δt:0.2秒)

動数変化率(初 期微動時の平均卓越振動数/強 震時

の平均卓越振動数)」とし、液状化検知指標として

提案する。

3.検知指標の信頼性 に関する検討

液状化地盤の強震記録では低振動数成分が卓越す

ることは既に述べた。低振動数成分が卓越する場合

としては、液状化以外に軟弱地盤において液状化が

発生しない場合や大阪平野でよく見られる後揺れ波

などもある。そこで非液状化地盤の強震記録のうち、

後揺れ波を含む強震記録と軟弱地盤での強震記録に

ついて、提案した液状化検知指標がどのような値を

示すかを検討し、本検知指標の信頼性を検証する。

本研究では主に1995年 兵庫県南部地震の強震記録

を用いた。

時間(秒)

図-2森 河内の上下/水 平比(時 間間隔 δt:0.2秒)

G)後 揺れ波に関する考察

後揺れ波を含む強震記録の特徴 は、水平方向強震

記録の後半部 に振幅の大きい長周期の揺れが現れる

ことである。このような強震記録を用いて計算 した上

下/水 平比と強震時卓越振動数の解析結果を表 一1

に、液状化地盤の解析結果を表-2に 示す。まず、

時間間隔 δt=0.2秒 の場合について考える。最大上

下/水 平比に関 しては、福島区、森河内の2点 の値

が3.0以 上と大 きな値となっている。 しか し、液状

化地盤であるポー トアイラン ドの上下/水 平比を示

した図一1では、水平方向応答加速度が最大値を記

録 した時刻を示す点線矢印以降で、加速度振幅の減

衰が起こると共に、全体的 に値が大きくなるのに対

して、森河内などの上下/水 平比は、図-2に 示す

ように、1つ の値だけが突発的に大きくなっている。

したがって、この突発的に大きくなる値は、液状化
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表-3阿 久根の強震記録による各検知指標

時間(秒)

図-3阿 久根の強震記録の上下/水 平比(地 震:EQ.1)

の影響ではな く、後揺れ波の影響によるのではない

かと考え られる。 このことか ら時間間隔 δtに関 し

て次のように考察した。

液状化地盤の強震記録においては、全体的に水平

方向の加速度振幅が減衰す るのに対 して、後揺れ波

を含む強震記録は振幅が大きいため、時間間隔 δt

を大きくすることにより、上下/水 平比が突発的に

大き くなるようなことはな くなると考え られ る。時

間間隔 δtを0.3秒 とし最大上下/水 平比を計算 し

た結果も表-1に 示 している。値が3.0以 上をとっ

ていた福島区、森河内の2点 が1.5前 後の値 となっ

た。また、図は省略す るが 、上下/水 平比の経時変

化を見ても時間間隔が0.3秒 以上であれば、1つ の

値だけが突発的に大きくな る現象は起 こらなくなり、

後揺れ波が最大上下/水 平比の値に及ぼす影響を遮

断できることが分かった。また、表-2に 示す液状

化地盤での結果は、時間間隔 δtを大き くすること

によって、最大上下/水 平比が小さくな る観測点が

あるが、表-1の 値に比べて十分大 きい値である。

しか し、時間間隔があまりに大きいと、液状化地盤

の強震記録の特徴 も消 して しまうため、後揺れ波の

影響を遮断す るのは、0.3秒 という時間間隔が最適

であると言える。

つぎに強震時の平均卓越振動数の解析結果につ い

て考える。表-1を 見ると,福島区の値が1.0Hzよ り

低 くな っているが、それ以外の観測点では、1.0Hz

よりも大きくなっている。一方、表-2に 示すよう

に液状化地盤の計算結果はすべて1.0Hz以 下である

ので、ある程度区別できる と思われる。卓越振動数

変化率に関しては、液状化地盤 と後揺れ波を含む強

震記録とで、あま り差がな く、明確な区別はつけに

くい。

(2)軟弱時地盤に関する考察

1997年 前半に鹿児島県北西部を震源 とした加速

度が比較的大きい地震が3回 発生 した。その際に、

鹿児島県内の阿久根観測点で観測された強震記録を

用いる。阿久根においては強震計設置点か ら約1km

離れ たところで液状化の発生が確認されている。 し

か し、地震計が敷地内に設置されている阿久根市役

所では液状化の発生は見 られなか った1)。 観測点表

層付近はN値 の小さい粘土層か らなる軟弱な地盤で

ある。以上よ り、この観測点で記録され た強震記録

は、液状化の影響を受けていない軟弱地盤 と考えら

れる。

上下/水 平比の時刻歴を図-3に 示す。 この図を

見ると、水平方向最大応答加速度を記録 した時刻以

降では、大きな値を示 していない。

3回 の地震についての結果を表－3に示す。最大上

下/水 平比の値は、0.8～1.3で あり、表-2の 液状

化地盤での値 に比べかなり小さい値であるため、最

大上下/水 平比の値は、液状化が発生 していなけれ

ば軟弱地盤では大きくならないと考え られる。

強震時の平均卓越振動数の値は1.4～2.0Hzで あ

り、1.0Hzよ りも大き くなっている。液状化地盤の

計算結果は1.0Hz以 下であるので、ある程度区別で

きると思われ る。 また、卓越振動数変化率について

は1.1～2.4と なってお り、液状化地盤の値 と比較

して明確 に判別することはできない。

このように、軟弱地盤で観測 された強震記録にお

いては、強震時の平均卓越振動数、卓越振動数変化

率では区別が 明確ではないが、最大上下/水 平比を

用いることで液状化地盤との区別ができることがわ

か った。

4.実 際の強震記録 を用 いた検討

本研究では、100点 の強震記録を用い、上述 した
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震央距離(km)

図-4最 大上下/水 平比と震央距離の関係

液状化検知指標を計算 した。

図-4に 強震記録の震央距離と最大上下/水 平比の

関係を示す。 図中の●印は強震計設置点の直下やご

く近傍で広範 囲の液状化痕跡が確認 され た強震記録

であり、図中の▲印は強震計設置点の付近で液状化

痕跡が確認された強震記録、図中の ×印は強震計設

置点の付近で液状化痕跡が確認されていない強震記

録である。液状化地盤の強震記録は他の ものに比べ

て非常に大きくなってお り、すべて4.0以 上である

ことが分かる。また、非液状化地盤の多 くは2.0以

下の値であ り、付近が液状化 した地盤の値の多 くは

それよりも大きくなっている。付近が液状化 した地

盤のうち、値が2.0よ り小 さい観測点は、付近の液

状化痕跡までの距離が遠いと報告されている観測点

のものであった。 したがって、強震計設置点直下で

液状化が発生すると、最大上下/水 平比が大きくな

るとほぼ断定 できる。また、付近で液状化が発生 し

ている場合に も値は大きくなるが、直下が液状化 し

ている場合に比べると、値は小 さいと言える。

図-5に 強震時の平均卓越振動数 と震央距離の関係

を示す。図より、液状化地盤における値はすべ て

1.0Hz以 下になっていることが分かる。また、非液

状化地盤にお いて強震時の平均卓越振動数が1.0Hz

より低 くなっている観測点は、軟弱地盤であること

が分かった。その観測点に関 して卓越振動数変化率

を計算 した結果、2.0以 下の値となったので、液状

化地盤の2.0以 上と区別できると思われ る。

5.結 論

本研究は、液状化地盤において得 られた強震記録

に共通 して見 られる振幅特性 と振動数特性を考察 し、

それ らの特性を液状化検知指標 として定量化すると

ともに、これまでに得 られている強震記録を用いて

震央距離(km)

図-5強 震時の平均卓越振動数と震央距離の関係

本検知指標の信頼性を検証 したものである。

軟弱地盤、後揺れ波について、各液状化検知指標

を計算 した結果、強震時の平均卓越振動数では1.0Hz

以上、卓越振動数変化率ではおおよそ2.0以 下の値

をとっているが、液状化地盤との区別が 明確にはつ

かなかった。そこで、時間間隔 δtを0.3秒 とした

最大上下/水 平比を用いることにより、液状化地盤

と区別が明確となることが分か った。

つぎに100点 の強震記録を用いて各液状化検知指

標を計算 した。最大上下/水 平比の計算結果か ら、

液状化地盤の強震記録は他の ものに比べて4.0以 上

と非常に大き く、強震計設置点直下で液状化が発生

すると、最大上下/水 平比が大 きくなることがほぼ

断定 できた。また、強震時の平均卓越振動数の計算

結果か ら、液状化地盤における値は1.0Hz以 下であ

ること、非液状化地盤で1.0Hzよ り低 くなっている

観測点に関 しては、卓越振動数変化率を計算するこ

とで液状化地盤 と区別がつ くことが分かった。

謝辞:本 研究では、強震記録 として運輸省港湾技術

所か ら提供 されたもの、科学技術庁防災科学研究所

よりK-NETで 公開されているもの、各機関か ら関西

地震観 測研究 協議会 を通 じて提供 され た もの、

(財)震 災予 防協会の強震動アレー観測記録データ
ーベースとして公開された ものなどを使 わせて頂き

ました。各機関の関係者各位に深謝 します。また、

本 研 究 が 文 部 省 科 学 研 究 費 補 助 金 基 盤 研 究

(B)(2)(No.11555122,研 究代表者 宮島昌克)に よっ

て行われたことを記 し、感謝 します。

参考文献

1) 飛 島建設株式会社: 1997年5月13日 鹿児島県

北西部地震被害調査報告書, p.92, 1997.

―420―


